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トピックス
建築物の長周期地震動対策試案

建築研究部 建築新技術研究官 向井　昭義

（キーワード） 長周期地震動、超高層建築物、免震建築物

１．はじめに

平成15年9月十勝沖地震の際に石油タンクが

スロッシング（液面揺動）を起こし火災が発生

した原因の１つとして長周期地震動（揺れの周

期が長い波を含む地震動でゆっくりとした揺れ

が長時間続く特徴がある）が注目された。建築

物関連では固有周期が長い超高層建築物（高さ

60ｍ超）や免震建築物への影響が大きいと考え

られ、これまでその対策について検討を行って

きた。その成果が、昨年の12月21日に本省から

「超高層建築物等における長周期地震動への対

策試案」として示され（参考1））、本年2月28

日まで意見募集が行われている。

２．対策試案の骨子

①超高層建築物等を建築する場合への対策

想定東海地震、東南海地震、宮城県沖地震の

３地震による長周期地震動を考慮した設計用地

震動による構造計算を行うとともに、家具等の

転倒防止対策に対する設計上の措置を行う。

②既存の超高層建築物等への対策

これまで大臣認定を受けた超高層建築物、免

震建築物のうち、今回対象の３地震による長周

期地震動による影響が大きいものについて、再

検証し、必要な補強等を行う。

３．観測データに基づく設計用長周期地震動の

作成方法

本手法は、地震動観測地点（分析に用いたの

は全国1699地点）における多くの地震観測デー

タを分析し、今回対象とする地震の規模、震源

距離等の条件を与えることによって、時刻歴波

形（対象とする周期成分は0.1秒から10秒）を予

測し設計用地震動として算定するものである。

超高層建築物等の建設地点は、地震動観測地

点と一致しないので、何らかの補間が必要とな

るが、本試案においては、建設地点に最も近い

３地点の設計用地震動を建設地点の設計用地震

動とすることを原則とした。ただし、設計上の

簡便さも考慮し、関東地域、東海地域、関西地

域で、９つの区域を設定し、そこでは予め設計

用地震動を示している。また、別途条件を与え

て今回対象としている長周期地震動の検討を省

略できる区域も設定している。

図１ 対象地域の区分（関東地域）

４．その他

今回対象としている３地震以外の地震や複数

が連動する場合の設計用地震動について余裕を

もった設計を行う場合の参考情報も提供されて

いる。
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構造計算適合性判定制度に

関する技術的検討について
建築研究部 基準認証システム研究室 室長 深井　敦夫

主任研究官 井上　波彦

（キーワード） 建築基準法、構造計算適合性判定

１．建築基準法の見直しをめぐる経緯

構造計算適合性判定制度は、構造計算書偽装

問題の再発防止のため、高度な構造計算（限界

耐力計算、保有水平耐力計算(ルート３)、許容

応力度等計算（ルート２）による計算）を行っ

た建築物等を対象に、建築確認に加え、都道府

県知事又は指定構造計算適合性判定機関による

判定を行うもので、建築基準法改正により平成

19年6月から施行された。なお、簡易な構造計算

（許容応力度計算（ルート１））は対象外であ

る。

平成22年3月、大臣の指示により構造計算適合

性判定の対象となる建築物の範囲等について検

討するため、「建築基準法の見直しに関する検

討会」（座長 深尾精一 首都大学東京教授）

が本省に設置され、同年10月まで11回の会合が

重ねられた。10月19日に開かれた最終会合にお

いて、とりまとめ案に「構造計算適合性判定の

対象範囲に関し、各構造計算ルートの審査の難

易度に対応して対象外とすることが可能な範囲

等について精査を行うため、早急に技術的検討

を行う委員会を設置」することが盛り込まれた

ことを受け、国土技術政策総合研究所において、

構造計算適合性判定の対象範囲について技術的

見地から検討を行うため「構造計算適合性判定

制度関連技術検討委員会（委員長 久保哲夫

東京大学教授、委員21名）」を設置した。

２．構造計算適合性判定制度関連技術検討委員

会

平成22年11月15日に第1回委員会を開催し、各

構造計算ルートについての考え方を整理すると

ともに、審査側の特定行政庁が「審査が難しい」

として指摘した事項について、工学的判断の有

無等を検討する方針を示した。委員会での議論

を踏まえ、現在、研究所において、分類整理や

各事項についての整理作業を進めている。

一方、建築に関連する法体系の見直しを検討

するため、「建築法体系勉強会」が国土交通本

省に設置されるとともに、運用改善の追加策を

まとめる方針が大臣から示されたため、対応可

能な内容について急遽技術的に検討を行った。

このため、2月17日の第2回委員会において、

建築物の構造、規模等に応じた構造計算ルート

の適用の合理化を運用改善で対応可能な範囲で

行うため、以下のような場合には、従来、ルー

ト２又はルート３による構造計算として整理し

てきたところであるが、構造計算適合性判定が

不要となるルート１による構造計算として整理

する案を示した。

①建築物の各部分がエクスパンションジョイン

トその他の相互に応力を伝えない方法で接続さ

れており、当該各部分がルート１により安全性

を確認できる場合

②膜構造の建築物について、地震時の短期に生

ずる力が積雪時又は暴風時の短期に生ずる力に

比べ小さい場合

③１階鉄筋コンクリート造、２階木造の併用構

造の建築物で延べ面積が500㎡を超えるものに

ついて、一定の基準を満たす場合

これらについて、建築基準法に基づく告示改

正が進められる予定である。（平成23年3月現在）




